平成2４年度　第１回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成2４年６月１１日（月）　13時30分～16時

場　　所　大阪府立労働センター　708号室
出席委員　星野委員長・上岡委員・大濱委員・多々納委員・土居委員・水谷委員
議　　題　（１）委員長の選出等について
　　　　　（２）審議対象事業について
　　　　　（３）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）委員長の選出等について
◆委員の互選により、星野委員が委員長に選出された。また、星野委員長により、多々納委員が委員長代理に指名された。
（２）審議対象事業について
　◆　事務局から、審議予定案件、審議スケジュール等について説明。

・配布資料に基づき説明
◆［委員長］
　　今年度の評価対象事業24件、報告案件2件が示された。事務局から説明があったように、砂防事業の※印の2件（初谷川川西谷、下音羽川上音羽第一支渓）については、現時点では府の対応方針原案が決定していないので、決定次第、評価調書等を出していただくことになる。したがって、本日の配布資料は２事業を除く22件の評価調書、事務局確認事項が用意されている。

資料3の予定案件一覧のとおり、本年度、案件数は報告案件を除いても24件と昨年度以上に多くなっている。昨年度は17件で8回委員会を開催しているので、審議の効率化が必要であると考えている。
事務局からの概要説明を受け、特に課題があると思われる事業を中心に審議の重点化を図ることで、できるだけ効率的に進めてまいりたい。

これまでの説明で何かご質問・ご意見あればお願いしたい。
○　スケジュールが重要。いつ頃、全体の方針を説明し、個別案件の審議を行うのか示されたい。

　⇒［事務局］

　　　本日は、府営住宅３件と都市整備部の２件の概要説明を予定しているので、まず、全体の方針である「大阪府営住宅ストック総合活用計画」と「大阪府都市整備中期計画（案）」について簡単に説明させていただいた後、それに基づいて個別事業についてこういう対応方針原案を決定しているという説明をさせていただく。「大阪府都市整備中期計画（案）」は、都市整備部所管事業全体に関わる方針だが、建設事業費が大幅に落ち込んでいるといった背景についても説明させていただき、その後に連続立体交差事業と道路交通安全事業の個別案件について説明させていただく。また、この中期計画については、道路事業への影響が大きいので、次回以降の道路事業の概要説明の前に、計画に位置付けられている道路事業実施の考え方について説明させていただきたい。

　○　この２計画以外にも、全体の方針に関する説明はあるのか。

　⇒［事務局］

　　説明を予定しているのはこの2計画。

　○　再評価委員会で審議中は、対象事業はどうなっているのか。休止しているのか。

　⇒［事務局］

　　　審議対象事業のうち、「事業採択後又は着工準備採択後5年間を経過した時点で未着工の事業」で対象となった案件は当然現在実施していないということになる。また、「事業採択後１０年間を経過した時点で継続中の事業」で審議対象となったものは、委員会で審議していただいている間も事業は継続している。再々評価案件についても同様である。

　○　審議結果は次年度に反映するということか。

　⇒［事務局］

　　　意見具申をいただいてから、そのご意見を踏まえて府としての最終的な対応方針を決定する。そのため、１２月の時点で意見具申をいただき、必要なものについては次年度の当初予算にも反映させるということになる。

◆［委員長］
事務局からの概要説明を受けて、特に課題がないと思われる案件については、原則、次回以降の委員会では審議は行わないが、意見具申の取りまとめまでの間は、随時、審議することは可能なので、何かご質問・ご意見があれば、その時点で申し出ていただきたい。

次に、昨年度、府営住宅の計画と都市整備中期計画の見直しが行われたので、その概要について担当部局からご説明いただき、そのあとに、それぞれ評価対象事業の審議に入りたいと思う。

まず、府営住宅ストック活用総合計画について、担当部局からご説明をお願いしたい。

⇒［住宅まちづくり部］

・資料８「府営住宅ストック総合活用計画」に基づき説明
· 　計画見直しの背景等を説明してもらわないとわかりにくい。これまでの計画を大きく方針転換した理由、耐震性がない住宅のみを建替えるとした理由、計画縮小により生み出される用地の活用方針について説明してほしい。
⇒［住宅まちづくり部］

　　まず、計画見直しの経過については、大阪府が平成22年10月に策定した「財政構造改革プラン（案）」で、住宅政策のあり方として、府営住宅の供給を中心とした政策から、公的賃貸住宅・民間賃貸住宅を含めた住宅市場全体を活用した新たな住宅政策に転換するという大きな方針を出したところ。府営住宅については、福祉部門と連携し、ソフト・ハード両面にわたる低額所得者・高齢者への対応など、住宅セーフティネットの確保を前提とし、府営住宅の量については将来的に縮小するという大きな方向を出した。その中で、建替事業については、必要性を精査するということになっており、先ほど説明した計画において、精査した結果、今後10年間の事業量について定めたもの。
· 計画の中で、老朽化住宅は建替えしないという理由は説明しているということか。

⇒［住宅まちづくり部］

建替えの必要性を精査する中で、府の方針として、耐震化を優先して建替えることとしたもの。老朽化している住宅については、適切に維持管理を実施していく。

○　老朽化を理由とした建替えは行わないということにより、安全性に問題は生じないということでよいか。
⇒［住宅まちづくり部］

　　耐震診断を実施しており、耐震性については問題ないと判断している。
○　建替戸数減により生み出される余剰地はどうするのか。

⇒［住宅まちづくり部］
　　これまでは、余った土地は単純に処分し、売却収入を基金に積んで、耐震化の事業等に活用してきたが、今後は、それだけではなく、できるだけまちづくりに活用していこうという方針に転換している。地元市等と協議し、こうした土地を活用し、できる限り地域に必要な施設を導入していきたいと考えている。

○　入居者も高齢化していると思う。そういう高齢者への対応についてはどう考えているのか。福祉活動を実施している住民とのコミュニケーションなどはうまくいっているのか。また、高齢者が入居している老朽化住宅の環境等についてはどう考えているのか。

⇒［住宅まちづくり部］
　　行政としては、今回の大震災も踏まえ、耐震化を最優先課題と考えている。老朽化住宅については、国で示されている耐用年数（70年）の状況を踏まえ、個々の団地について方針の判断を行っていく必要があると考えている。建替えを行わない住宅についても、入居者にとって安全・安心な住まいとなるよう、修繕の進め方について検討していきたい。
○　先ほど計画の説明の中で、「福祉部門との連携」や「ハードだけでなくソフトによる対応」といった箇所があったと思うが、これはどういうことか。

⇒［住宅まちづくり部］

　　「ソフト・ハード両面にわたる対応」というのは、直接建設だけではなく、民間市場も含めて対策していくべきという趣旨。今後、検討を進めていく段階で、現状ではまだお示しできるものはない。入居者が高齢化している状況を踏まえ、若年世帯の入居募集等によりコミュニティ活性化を図るほか、集会所を一部改修し、高齢者の方が集まっていただける喫茶店として活用するといった「ふれあいリビング事業」も進めているところ。こうした取組みを進め、コミュニティの活性化を図っていきたい。
○　老朽化している住宅ほど耐震性が低いように思うが、「老朽化しているが耐震性は満たしている」住宅とはどういうものか。方針見直しを行うことにより、建替案件はかなり減少するのか。

⇒［住宅まちづくり部］

　　耐震性については、住棟ごとに耐震診断を行っている。外観上は同じように古い住宅でも、構造上、耐震性を満たしているものとそうでないものがある。昭和56年の建築基準法改正で基準が変わっているので、それ以前に建設した建物について診断を行った。案件数についてだが、老朽化を理由とした建替えを行わないという方針により、もともと建替えを予定していたが維持修繕に変更したところは２団地であり、その団地については住民に説明している。
◆［委員長］
　　　それでは、事務局から個別案件の事業概要の説明をお願いしたい。まず、①「和泉寺田住宅」から説明していただきたい。
◆事務局から①の府営住宅「和泉寺田住宅」の事業概要を説明。

　・事業採択後10年間継続中で再評価対象となる府営住宅建替事業。

・和泉市寺田町でJR和泉府中駅からバスで約１０分のところに位置。
・昭和39年度の建設で老朽化が著しく、居住水準や耐震性が低い住宅を建て替えるもの。戸数は当初330戸で計画していたが、276戸に変更。

・第1期・第2期事業は既に竣工し、現在第3期第1棟を建設中。第3期第1棟の完成により、従前の入居者はすべて入居可能であるため、第3期第2棟の建替計画は中止する。

・完成予定年度は、当初計画の22年度から4年遅れの26年度。工事用進入路についての地元調整に時間がかかっていたが、既に進入路を確保し、事業を進めているので遅延要因は解消。

・事業費は、第3期第2棟の建替えを中止するため、59.1億円から39.5億円に減額。

・第1期・第2期事業は既に竣工し、現在第3期第1棟を建設中。第3期第1棟建替事業の必要性には変わりがないため、対応方針原案は事業継続とする。ただし、第3期第1棟の完成により、従前の入居者はすべて入居可能であるため、第3期第2棟の建替計画は中止する。
○　計画変更理由と事業の遅延理由について再度説明をお願いしたい。
⇒［事務局］

　　計画変更の理由について、大きな方針は先ほど説明したとおりだが、府営住宅について、従前は現戸数を建替える方針としていたが、方針見直しにより「建替前の入居者戸数」分のみ建替えることとした。今回の事業では、第3期第1棟の建替えにより、「建替前の入居者」の方が全員入居できたので、第2棟については中止したいということである。

　　事業遅延の理由は、建替工事のための車の進入路を確保する必要があるが、沿道の方々の理解を得るのに時間を要したということである。
· 工事用進入路について、地元の理解を得るまでどの程度時間がかかったのか。

⇒［住宅まちづくり部］

2年間ほど調整に要した。結果的に、当初予定していた進入路では同意が得られなかったので、別の場所に民間企業の土地を借りて工事用進入路を整備し、工事を実施している。工事終了後は、その借地も復旧した上でお返しする必要があるため、そのための期間も含めて事業年度が26年度まで延びることとなった。
○　計画を一部中止して生み出されることになった用地をどう活用するかは決まっているのか。

⇒［住宅まちづくり部］

　　まだ方針は決まっていない。今後、地元市等と協議を進め、方針を固めていく。

◆［委員長］
　　それでは、次に②「貝塚森住宅」について説明をお願いしたい。
◆事務局から②の府営住宅「貝塚森住宅」の事業概要を説明。

　・事業採択後10年間継続中で再評価対象となるもの。
・本事業は平成13年度に事業採択しているので、本来ならば昨年度に再評価を実施すべき案件であったが、冒頭で説明した「府営住宅ストック総合活用計画」の見直しを昨年度末に行っており、その結果を踏まえて府の対応方針原案を決定したので、本年度に再評価を実施していただくこととしている。

・昭和40年の建設で老朽化が著しい住宅

・502戸の建替えを予定していたが、第1期・第2期事業の323戸については既に竣工済。従前の入居者は既に新しい住宅に入居済であるので、「府営住宅ストック総合活用計画」の方針に基づき、第3期・第4期事業については中止するというもの。

· 　これは記載の仕方の問題だと思うが、先ほどの「和泉寺田住宅」も、この「貝塚森住宅」も方針変更により、一部中止するという内容で、その進捗状況が異なっているだけで、対応方針原案が「事業継続」、「中止」と全く異なった判断をしているように見える。記載方法についてどう考えるか。
⇒［事務局］

　　意見具申では、府の対応方針原案と委員のご意見とあわせて、個々の事業について「どういった説明を受けた」といった内容を記載させていただくので、内容を見ていただければ、誤解がないようにできると考えているが、一覧表の部分だけを見ると、１つは「事業継続」、もう１つは「中止」とならざるを得ないが、内容説明のところで記載するということでご理解いただけないかと考えている。
○　もう少しわかりやすくするなら、「事業縮小」といったことを記載してもらえればと思う。

　⇒［事務局］

　　「事業縮小により中止」といった記載をするということでよいか。

○　全体の方針を変えるという提案があったということであり、個々の事業について「継続すべきか中止すべきか」といったことを審議するということではないと思ったので、それなら「事業縮小」といった記載にした方がいいのではないかと思ったということ。検討してもらえればと思う。

　⇒［事務局］

　　今後、検討させていただく。

◆［委員長］
　　それでは、次に③「泉佐野東羽倉崎住宅」について、事務局から概要説明をお願いしたい。
◆事務局から③の「泉佐野東羽倉崎住宅」の事業概要を説明。

　・事業計画の大幅な変更のため、再評価対象となるもの。
　・当初は、470戸を建替える予定であったが、そのうち耐震性の低い住宅の入居者については、同団地内で別事業として既に建替えた住宅に入居済であり、それ以外の住宅については、耐震性があるため、引き続き活用することとし、当初計画していた中層耐火住宅建替計画については中止する。
○　地元には説明しているのか。

⇒［住宅まちづくり部］

　　住民説明会を開催し、説明済みである。
○　維持管理を行うことで耐用年数が伸びるのか。

　⇒［住宅まちづくり部］

　　　適正に維持管理していけば、70年の耐用年数を超えても活用できる可能性はあると思う。
○　維持管理費を負担して延命化を図る必要あるのか。もう、公営住宅を直接提供する時代ではないのではないか。今後、数を減らしていくなら、延命化のための維持管理費を負担する必要があるのか。
⇒［住宅まちづくり部］

　　　延命化するかどうか別として、耐用年数を全うするよう、適正な維持管理に努めていくということ。
○　昭和３7年であれば現在とは耐震基準が違うと思うが、それでも現行基準に照らして耐震性があるという根拠をはっきりさせておきたい。
⇒［住宅まちづくり部］

今回、耐震性があると判断した住宅は、ほとんどが壁式構造となっている。この構造については、耐震基準は見直しされていない。昭和56年の建築基準法改正で見直されたのは、「ラーメン構造」、柱と梁で建物構造を支えている構造形式である。そのため、ラーメン構造の建物については、旧基準で建設していると現行基準には全く合わないが、壁式構造の建物については、現行基準を満たしているということ。
○　耐震性がある住棟とない住棟は竣工年度と構造が違うのか。
⇒［住宅まちづくり部］

　　竣工年度は一緒だが、住棟により構造が異なっている。
○　活用用地の活用方法等についてまだ方針決定されていないが、今後、どういうスケジュールで決定していくのかなど説明できないか。

⇒［住宅まちづくり部］
　　これまで建替えについては耐震化・老朽化解消のため行い、余った土地を民間に活用していただくという方針だった。これまでも社会福祉施設や保育施設等に活用されたケースもあったが、それは土地が余ってから検討した結果、そうなったというもの。今回は、建替え計画を行う前の段階から、活用用地についてどうしていくか、地元市と協議していくということ。今回の対象事業についても、今後、地元市と協議して活用方針を検討していく。
○　撤去費用はどうなるのか。事業に計上している0.1億円で撤去できるのか。
⇒［住宅まちづくり部］

　　0.1億円はこれまでかかった調査・設計費用。撤去自体は今後、行っていくが、府が直接撤去するか、そのまま売却するかも含めて検討していくということ。

○　現状有姿で売却しても、売却額には影響するので、実態としては撤去費用が発生する。概算でもいいので撤去費用を示してほしい。

⇒［事務局］

　　確認の上、次回報告させていただく。

◆［委員長］
　　それでは、次に「都市整備中期計画（案）」について、担当部局から説明をお願いしたい。
◆都市整備部から、資料９に基づき「都市整備中期計画（案）」の概要を説明。
　・都市インフラ政策の中長期的展望として、都市整備部の所管する事業（道路・河川・下水・
　　公園・港湾）の計画・建設・維持管理・地域協働にわたる施策推進の方向性を示す指針。
24年3月に策定。

・計画の対象期間は、「概ね30年先を見通しつつ当面の10年間」としている。
　・計画の背景としては、まず、東日本大震災、将来の人口減少社会を踏まえると「自立した強い大阪」をめざし、津波防災、国土構造デュアル化、首都機能バックアップなどを行っていく必要がある。次に、都市間競争、成長戦略の実現を踏まえ、集客、人材育成、産業集積、活力、都市再生への取組強化をしていく必要があるということ。３番目に、建設投資余力の減少しており、建設費が10年前から半減 する中で、半数の事業が「休止・遅延」となる事象が発生している。4番目は、インフラ施設の老朽化で、橋梁、水門等の更新需要が今後増大していく中で予防保全による長寿命化を図っていく必要がある。

　・特に、インフラ建設事業費の縮減についてだが、平成7年のピーク時には6300億円ほどあった事業費が、平成20年には2000億円ちょっとと、ピーク時の１／３程度に落ち込んでいる。今後も厳しい財政運営見通しを踏まえ、計画の見直しや事業の選択と集中を進める必要があると考えている。
　・基本方針として目標を３つ掲げている。1つ目は「成長と活力の実現」、2つ目は「安全と安心の確保」、3番目は「都市魅力の向上」。視点としても３つあり、1つ目は「インフラ・マネジメントの推進」ということで、現在あるインフラをいかに管理していくか、建設事業の見直しと維持管理の重点化を行っていくということ。また、ハードとソフト連携、施策のパッケージ化を進めていく必要があると考えている。２番目は「利用者の視点、ストックの活用」で、高速道路、港湾、鉄道などの利便性向上、公共空間利用の規制緩和、民間活力の導入を行っていきたい。3番目は「地域力の再生、連携・協働のシステムづくり」ということで、現場機能やノウハウを活かした地域支援の推進を行っていきたい。
　・次に、「アクションプログラム」として具体的な計画を策定しているが、多岐にわたっているので、今回は項目のみ簡単に紹介したい。4点あり、1点目は「都市の成長を支えるインフラの強化」、ということで幹線道路や鉄道、阪神港など広域インフラの強化をしていきたいということ。また、鉄道との立体交差や渋滞対策、市街地再開発、土地区画整理といった面整備を推進していくということ。2点目は「維持管理の重点化と建設事業の見直し」で、戦略的な維持管理の推進、これについては後ほど詳しく説明させていただく。3点目は「減災、安全・安心のまちづくり」で、治水土砂災害の対策事業については河川整備委員会で検討している。橋梁や防潮堤・護岸については引き続き耐震対策を進めていきたい。歩道整備やバリアフリー対策など交通安全対策についても取り組んでいく。４点目は「連携と協働による都市の魅力づくり」ということで、水都大阪のライトアップなど、都市の魅力を向上させる取り組みを行っていくということ。
　・「維持管理の重点化と建設事業の見直し」についてだが、高度成長期に建設された施設が今後老朽化していくので、劣化状況を見極め「予防保全対策」を実施し、長寿命化とともにコストの平準化を図っていきたい。
　・今後は、ＰＤＣＡサイクルに基づき、施策の効果検証、進捗管理､計画内容の見直しを適時に実施していきたい。直近では、財政構造改革プラン終了（Ｈ２５）時に見直しを行う予定。
○　計画の背景であげていた「東日本大震災、人口減少社会⇒自立した強い大阪へ。津波防災、国土構造デュアル化、首都機能バックアップ」というのは具体的には何をやっていくのか。
⇒[都市整備部]

　　東京一極集中の現状の中で、震災時の影響等を考えても、関西にも首都機能をバックアップする機能が必要だという趣旨で記載している。

◆［委員長］
　　　それでは、次に④「大阪外環状線連続立体交差事業」について、事務局から概要説明をお願いしたい。
◆事務局から④「大阪外環状線連続立体交差事業」の事業概要を説明。

　・再々評価後5年経過して継続中であるため再々評価対象となるもの。

・城東貨物線として運行していた路線。11か所の踏切があった。平成20年3月に全線高架化は完了し、側道整備が残っている。

　・高架化工事は完了し、側道整備も26年度に完了予定であり、対応方針原案は事業継続としている。
○　未買収の用地はどこか。

⇒［事務局］

　・2箇所ある。（図面で説明）
○　現在は道路として機能していないのか。

　⇒［事務局］

　　　1箇所は行き止まりだが、もう1箇所は一定の幅員があるので通れるようになっている。

· 　未買収2箇所の買収について、1箇所は買収により行き止まりが解消され、もう1箇所は十分な幅員の道路となるということか。

⇒［事務局］

　　そのとおり。

○　費用便益比がかなり大きく変わっているがなぜか。

⇒［事務局］
前回は府独自の方式で算出していたが、今回は国土交通省のマニュアルに基づいて算出したため、違いが生じている。
◆［委員長］
　　それでは、次に⑤「大阪和泉泉南線」について、事務局から概要説明をお願いしたい。
◆事務局から⑤の道路交通安全事業「大阪和泉泉南線」の事業概要を説明。

　・事業採択後10年間継続中で再評価対象となるもの。

　・交通渋滞及び事故防止を図るため、右折レーンの設置及び歩道の拡幅を行う事業。
　・事業区間内の交通事故は、平成19年から23年の5年間で25件起こっている。
　・地権者7名の協力が得られず、完成予定年度は8年遅れになっているが、事業の必要性に変化はないことから、対応方針原案は事業継続とする。

○　地権者の協力得られないようだが、このまま事業継続して、同意が得られる見込みはあるのか。

⇒[都市整備部]

　　　交差点改良の事業自体の必要性は理解されているが、地権者は現地で事業を実施されているので代替地確保等が課題となっている。もうしばらくは協議を重ねていきたい。このままの状態が続くのであれば、ある程度の時期では見直す必要があると考えているが、現時点では引き続き協議を行っていきたい。
· かなり見込みはあると考えているのか。

⇒［都市整備部］

　　事業自体に反対ということではないので、協議を続けさせていただく余地はあると考えている。

· 7名の方のうち、1名が大部分を持っているのか。

⇒［都市整備部］

というよりも、交差点の直近部分が買収の必要性が高い。そこが買えないと他を買収できても事業実施できないため、そこに重点化して取り組んでいる。

· 他の地権者とは交渉していないのか。

⇒［都市整備部］

他の地権者とも交渉しているが、交差点の直近の地権者と重点的に交渉しているということ。

· どうしても地権者の同意が得られない場合、右折レーンの設置と歩道拡幅以外の方法はあるのか。
⇒［都市整備部］

現在の幅員のままでの工事手法についても、今後考えていく必要が出てくるかも知れないが、現時点では粘り強く交渉していきたいということ。
○　形態的に他の代替案があるかといったお話だったが、地権者へのアプローチとして他の方法はないのか。例えば、地域の小学校なども巻き込んで、ヒヤリハットマップをつくるといった交通安全活動があると思うが、地権者に対して早く売ってくれるようお願いするだけでなく、これだけ膠着している中では、地域全体でどこが危ないのか認識するための活動から取り組んでいくなど、他の方策を検討する必要があるのではないか。

⇒［都市整備部］
　　地域の方の協力も得ながら事業を進めていきたい。

○　この事業の主要な目的は、渋滞解消と事故対策のどちらなのか。渋滞対策ならば右折レーンの設置は必須だと思うが、事故対策においてもそんなに重要なのか。
⇒［都市整備部］
　　起こっている事故の形態を見ても右折レーンが必要と考えている。事故対策をメインに対策を講じたいと考えている。
○　事故対策として、この事業を実施することでどういう効果が見込まれるのか。また、図面の写真で見ると反対側の方が空いているように見えるが、こちら側に拡幅することはできないのか。
　⇒［都市整備部］

　　　建物が無い方は、店舗の駐車場となっており、それがなくなれば店舗が利用できない。左右ともに土地利用の状況はあまりかわらない。
○　必要性が非常に高いというなら、もう少し説明してほしい。かなり時間が経っているので、漫然と「ご理解を得られるのを待つ」ということではなく、工夫できるものは工夫するという具体的な話を聞きたい。また、中期計画の考え方ではこういう事業はどう位置付けられているのか。

交通安全対策として非常に重視すべき事業ということなのか、そうでもないが、既に着手しているので、今後も継続していくということか。説明してほしい。

⇒［都市整備部］

　　事業実施について、できる工夫がないか検討もしていきたい。

　　中期計画（案）の中では、「交通安全事業」については、この事業を１０年間で実施するといったことまでは定めていない。
○　調書で「代替案はない」としているが、これほど事業が進捗していない中で、ただ「粘り強く実施したい」という案で持ってこられてもどうかと思う。今年度の審議の中で工夫の余地等について説明してほしい。

⇒［事務局］
　　次回以降、事業の代替案を検討する余地があるのか、また、ない場合はどう取り組んでいくのかという点について説明させていただく。

◆［委員長］
　　本日の個別事業は以上だが、何かご意見等あればお願いしたい。
○　④大阪外環状線連続立体交差事業の費用便益比について、「交通事故減少便益」がマイナス３億円となっているが、なぜマイナスになっているのか。事業実施することによって交通事故が増えるということなら、何らかの処方箋が必要なのではないか。
　⇒［都市整備部］
　　　現在の便益計算は、「踏切があるとき」と「踏切がないとき」で比較。「移動時間」については、事業が完成すれば非常に便益が上がるが、踏切がなくなれば移動スピードが上がるので、スピードが上がるために事故が生じやすくなるという計算式となっている。
○　時間が短縮されれば走行距離は短くなるのではないか。
　⇒［都市整備部］
　　　踏切がなくなれば移動時間は短くなるが、走行距離は必ずしも短くなるとは限らない。
○　費用便益分析については、一度ちゃんと説明しないとわからないと思う。初めての委員もいらっしゃるので、一回くらいは「こういうやり方で算定している」という説明をしてもらった方がいいと思う、また、交通事故減少便益が出るのに、なぜ交通安全事業については算出方法が確立されていないのかという疑問もある。道路事業でも費用便益の話が出てくると思うので、一度は説明の機会を持った方がよいのではないか。

⇒［事務局］

　　　昨年度、道路についてはかなり詳しく説明させていただいたので、本年度、同じ説明をさせていただくのがよいかどうかという点については、我々も検討したところ。詳細な説明を行えば、時間がかなりかかってしまうと思うが、今回の「大阪外環状連続立体交差事業」については、今回のご説明では納得いただけていないと思うので、次回再度説明させていただきたい。道路事業の費用便益比については、どこまで説明させていただくかも含めて委員長と相談させてほしい。
○　古い手法は説明する必要ないと思う。現在の手法だけ説明すればよいと思うがどうか。

○　新しい委員もいらっしゃるので、一回くらいは説明いただかないと分かりにくいと思う。大阪外環状線連続立体交差事業については、先ほどの説明ではわからないので、より詳しい説明をお願いしたい。
○　全体の考え方の説明がない。中期計画の説明で大きな方針は説明されたが、これは仮に「国の計画」と説明されてもわからないような考え方の説明だけであり、その計画の中での個別事業の位置づけがわからない。

　　　府営住宅については、お金だけではなく未利用地の活用についても判断の材料として必要。現時点で詳しいことは書けないと思うが、「こういう見通しをもっている」といった情報がある方が判断しやすい。

　◆［委員長］

短時間の説明ではわかりにくいところもあり、本日審議した事業について、今後、意見具申までの間に、またご意見・ご質問等あれば随時お願いしたい。将来の展望等についても説明できる範囲で説明していただきたい。
本日の個別事業の審議は、ここまでにしたいと思う。

（３）その他

◆［委員長］

24件の対象案件のうち、府の対応方針原案が未決定の砂防事業2件を除く22件について、まだ本委員会で事業概要説明は受けていない案件もあるが、ご異議ないようなので、府民意見と意見陳述の募集を行うということとしたい。本日の質問に対しては、次回以降、説明をお願いすることとし、その内容について、事務局から確認してほしい。

· 事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
　・府営住宅の対応方針原案の記載方法
　・泉佐野東羽倉崎住宅の建物撤去費用
　・大阪外環状線連続立体交差事業の費用便益比の詳細説明

　・大阪和泉泉南線の代替案の可能性

　・道路事業の費用便益分析の説明

◆［委員長］
本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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